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大学DX検討TF: 調査審議事項
教育・研究を根幹とする大学は，その業務の共通性から業務集約・協働化を進めることによ りICTの持つスケーラ
ビリティ(規模の拡大と効率化)を持つクラウド時代にふさわしい新 しいデジタル環境に移行することが比較的容易
であると考えられるが，予算削減・人員削減 をはじめ，国立大学の法人化，競争的資金による国費の配分など，断
片化を促進する政策の 連続により疲弊するとともに，情報環境の安定性・信頼性の観点から新しいことに挑戦する
余力がなくなり，大学の情報環境に携わる組織・人材はコストセンター的位置つげで停滞し ている.この状況を打開
するためには，学術研究投資の1割程度を教育・研究のためのデジ タル環境整備に投資する等，抜本的な改革を行
うことで共通業務の集約・協働化を進め，ク ラウド型共有サービスを開発・構築・運用を行うとともに，先端的な
情報技術をリサーチし ，その利活用を促進するリサーチエンジニア等，これまでの研究者の評価尺度ではなじまな
い若手情報系人材の育成・キャリアパスを含む抜本的な改革「大学デジタルトランスフォー メーション (大学DX)
」が必要である．北米の大学においても， “The Road to Digital Transformation”として喫緊の課題として認識され
ている.我が国におい ても，産業界を中心にデジタルトランスフォーメーションの必要性が語られており，大学とし
ても，研究データマネジメント，エビデンスに基つぐ教育学習改善，さら には，情報セキュリティ強化等，我が国
の大学を取り巻く重要課題の大学への投資を上手く誘うことで重層的に取り組む必要がある. 
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大学ICT推進協議会会長の下に「大学DX検討TF」を設置
第6期科学技術計画立案にむけた大学DXのあり方を検討・提言



大学DX検討TFメンバ
顧問: 安浦寛人*(九州大学前理事・副学長)
主査: 梶田将司 (京都大学情報環境機構IT企画室・教授) 

構成員:
中村素典 (京都大学情報環境機構IT企画室・教授)
岡村耕二 (九州大学情報基盤研究開発センター・センター長) 
重田勝介 (北海道大学情報基盤センター・准教授)
田浦健次朗* (東京大学情報基盤センター・センター長)
尾上孝雄 (大阪大学・理事/副学長/附属図書館長/CISO/大学院情報科学研究科長)
山地一禎 (国立情報学研究所オープンサイエンス基盤研究センター・センター長) 
* 文部科学省科学技術・学術審議会情報委員会専門委員
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大学における情報基盤整備

個別対応による無駄を排除，資源の集中化による効率化

システム
A

システム
B

システム
N

個別対応

・・・

システム
A

システム
B

システム
N

基盤対応

・・・

システム数

コスト

それぞれのシステムごとに
独自対応のためコスト増大

システム数

コスト

基盤化し資源を集中することで効率
化も図れるためコストは維持/減少



ハードウェア

OS

ミドルウェア

ウェブアプリ

業務システムZ

ハードウェア

OS

ミドルウェア

ウェブアプリ

業務システムB

ハードウェア

OS

ミドルウェア

ウェブアプリ

業務システムA
大学ポータルUI統合化

アイデンティティ管理統合化

業務システム統合化

キャンパスワイドネットワーク

ハードウェア

OS

ミドルウェア

ツール
共通化

コースMS

各種ミドルウェア統合化

各種ハードウェア統合化

各種OS統合化

Administrative Computing における統合化
Academic Computing
における統合化

ウェブの時代における統合化

8

オープンソースプロジェクトの進展



クラウドの時代における統合化

大学の情報化の対象すべてがソフトウェア化（サービス化）

ハードウェアに依存していた
大学の情報化パラダイムが大きく変わる 9
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アカデミッククラウド環境
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Y大学構成員

K大学構成員

Y大学ポータル

分散配置
計算機リソース群

名古屋大学
ポータル

K

仮想化された分散配置計算機リソース群上でHPCサービスから教育研究に必要な
サービスまでを動的に構成・提供可能な大学間連携型学術情報プラットフォーム

共同研究対象

クラウド型教育・研究・業務サービス
広域仮想化情報サービスプラットフォーム
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アカデミッククラウドにおける
サービスピラミッドと研究の対象
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理研
「京」

BYOD



ICTの進展に伴う大学の対応
教育研究が中心

• 研究: 京都大学大型計算機センター（1969年4月設置）
– 大学等の研究者が学術研究に伴う計算処理を行うために利用する全国共同利用施設

• 教育: 計算センター（1966年4月）
– 計算機の利用方法，プログラミングの教育のための学内共同利用施設

• 教育: 情報処理教育センターへ改組（1978年4月）

• 教育: 総合情報メディアセンターへ改組（1997年4月）

• 学術情報メディアセンター （2002年4月）
– 大型計算機センター，総合情報メディアセンター，学術情報ネットワーク機構を統合



ICTの進展に伴う大学の対応
業務組織への転換

2005年4月 2011年4月 2014年4月
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問題点：新しい課題への対応能力の限界
大学DX （多様な教育・研究・事務業務の中身に踏み込んだICT支援）は現状では不可能

1.人的・財政的リソースの限界
– 増やせない人員
– 職能向上の限界

2. ICT の進展の早さ
– クラウドコンピューティング（Google, Microsoft, Apple, ...）
– エンドユーザコンピューティング （Note PC, Tablet，Smart Phone）

3. 共通課題への個別対応により疲弊する現場
（例）情報セキュリティ

4.計算機借料を用いた政府調達による情報環境整備の限界
– ハードウェアからソフトウェア・サービスへ（「所有から利用へ」）

← ベンダーロックインの可能性が拡大

– ICT 進展速度に合わない長期の調達プロセス（仕様策定1.5年，
4〜6年契約）

ICT のスケールメリットを生かすことができる新たな構造への脱皮が急務

ICT のスケールメリットが生かせない構造的問題

ICT のスケールメリットを最大限活用



京都大学

問題点:
分割損の発生，ノウハウがたまらない

新規
課題

新規
プロジェクト

￥

部署A 部署B

外部業者A 外部業者B

￥

情報環境機構

￥

外部業者F

運営費
交付金

￥

• ICT の進展が早く，業者側もお金の切れ目が縁の切れ目でノウハウ貯まらず
• 業者自体も技術進展について行けず，技術力が低下している



より多様で高度な教育・研究・業務支援
のための方策が必要

人的・財政的リソースは増えない

2011年度 2018年度

教育支援部門が
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サービス

よ
り
基
盤
的
業
務

教育支援部門が
提供する教育学習支援

サービス

第9世代教育コン（NEC） 第10世代教育コン（富士通）

教育支援部門が
提供する教育学習支援

サービス

第11世代教育コン（？）

2023年度

高度情報教育コンとの合同調達による計算機借料の統合

ギャップ

よ
り
教
育
・
研
究
・
業
務
の
内
容
に
踏
み
込
ん
だ
支
援

業務アウトソーシング
業務見直し

教育
研究
業務

ギャップを埋めるための方策案

業務見直し
• 高等教育研究開発推進センターとの合併
• LMS 共同運用，コンテンツ共同開発等，業

務標準化を通じた他大学との連携強化
• KUINS 基盤利用等，学内リソースの活用
• さらなる BYOD 促進等，既存サービスの

EXIT

• 授業用端末ソフトウェア整備
→ 技術職員が行っていた業務をアウトソーシ
ング

• 教育用汎用VMホスティングサービス
→ 汎用コンVMホスティングサービスに集約



2030年の大学情報環境

1. 運営母体としての大学間協働事業体
2. 大学経営における柔軟な情報戦略
3. ICT 人材・キャリアパスの多層化
4. 国際通用性の担保
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1. 運営母体としての大学間協働事業体

• 情報環境整備の集約化・共通化・協働化が実現され，その運営母体として
の大学間協働事業体が地域別・機能別に運営されている．

• 各大学が提供するサービスは，国立情報学研究所が提供する全国レベルで
のサービスに加え，民間企業が提供するサービス群ともオープンスタン
ダードに基づいて連携可能である．利用者は主体的に必要なサービスを取
捨選択でき，効果的に活用することができる．
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21世紀における国立大学アーキテクチャの
ブートストラッピング

イノベーション創出のためのデジタル協働基盤

ゴール:
マルチキャンパス
システムの樹立

ゴール:
世界の有力大学

と伍せる
国際水準の基盤

基本コンセプト
“教育研究で競争，基盤は協働”

X
大学

Y
大学京都大学Y大学X大学

SINETおよびその高度化（学認Fed，学認クラウド，学認RDM，
セキュリティ基盤，プライバシー基盤等）はその基盤





京都大学

論点:
如何に「大学ICTの雨漏り」を止めるか?

新規課題
新規

プロジェクト

部署A 部署B

外部業者A 外部業者B

￥

情報環境機構

外部業者Z

運営費
交付金

底が抜けたバケツ状態の大学ICTから，大学ICTに関する資産の蓄積基盤へ

名古屋大学

イノベーション創出のためのデジタル協働基盤

￥￥ ￥

運営費
交付金

情報連携
統括本部

￥

新規課題

部署B

￥



2. 大学経営における柔軟な情報戦略
• 変化の激しい時代に即応するためには，自学の情報環境の現状とその上で
行われている教育研究活動を正しく把握し，あるべき姿を常に戦略的に描
くことが求められる．

• 各大学ではエンタープライズアーキテクチャなどの考え方を採用し，組織
全体のICT環境や係る業務を共通化している．

• 得られる知見やデータは，大学の戦略立案に活用されるとともに，大学間
で相互参照しながら改善に向けた議論の場が整備されている．
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Y大学X大学

京都大学

アーキテクチャ・実装の共通化・協働化
基本コンセプト「基盤は協働，教育研究で競争」

京都大学
X大学 Y大学

Shared Services

大学ごとに個別システム

共通アーキテクチャ・実装への移行と継続的な改善のための方法論が必要

AS-IS

TO-BE

移行

改善

業務標準化を通じた
機能のリファクタリング



3. ICT 人材・キャリアパスの多層化
• 大学間だけでなくICT に係る民間企業との人材環流が進み，従来にはな
かった博士号を有する「リサーチエンジニア」と呼ばれる新しい職種が生
まれている．

• 各大学のICT基盤を支える人材がより豊富な経験を積み大学間で知見を共
有し，国内外の研究開発コミュニティとも繋がった結果，大学全体のICT
環境の改善が継続的に推進されている．

• CIOやリサーチエンジニアだけでなく，利用者支援人材を含むICT 環境整
備に必要となる様々な人材ポートフォリオが整備されている．その結果，
大学や企業を渡り歩きながらキャリアアップする組織的に裏打ちされた
キャリアパス等，多様な人材が育成されるキャリアパスが形成されてい
る． 24



あああああ

キャリアパスの多層化

常勤事務職員・
技術職員

常勤教員

学域・学系での人事
（研究重視）

全学教員部での人事
（業務重視）

情報環境機構

非常勤
事務職員
（5年）

特定教員
・研究員
（10年）

試験 公募

公募

学術情報メディアセンター

兼務

情報学研究科

協力講座

教育・研究

役割

業務

※メディア教員には業務エフォートなし

ICT協働事業体
事業

研究開発

他大学 協業企業

公募
公募公募公募

労働市場

再雇用

出向・移籍
再雇用

出向・移籍 出向・移籍

公募

公募

公募
公募

公募



4. 国際通用性の担保
• 国際的なオープンスタンダードとオープンソースの活用は，複雑化するク
ラウド時代において，インテグレーションコストを抑えるとともにシステ
ム間の効果的な連携を実現するために不可欠な方策として情報戦略から具
体的な実装まで浸透している．

• 大学の情報環境整備における様々な問題や改良は，オープンスタンダード
やオープンソースにフィードバックされ品質や機能向上に貢献している．

• 日本の大学情報環境は諸外国から高く評価されるようになり，人材交流も
活発化し，さらに大学情報環境の国際化が進むという好循環が形成されて
いる．
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AS-IS

TO-BE

TOGAF ™ 9.1 
Architecture Development 

Method

Architecture Development 
Framework

by Open Group TOGAF

Source: http://www.togaf.info/togaf-visualmap.html

Japan: 
20th



Modeling and Description Language
by Open Group ArchiMate

RelationshipsMotivation, Strategy, Implementation
and Migration Elements

Core Elements

Source: http://pubs.opengroup.org/architecture/archimate3-doc/apdxa.html



Open Standard and Open Source 
Solutions

through IMS Global Learning Consortium and Apereo Foundation

Initiatives and Standards
(IMS Global Learning Consortium) Source: https://www.facebook.com/apereo/





2. 大学への提言

1. 情報戦略立案
2. 集約化・共通化・協働化
3. オープンスタンダードやオープンソースソフトウェアの推進
4. 大学経営へのインパクト評価
5. サービスポートフォリオの作成
6. 人材強化とキャリアパス



2-1.情報戦略立案
• 教育や研究だけではなく，それらを支援する業務も含めた高
度化と効率化には，教職員・学生・研究者および教育プログラ
ムや大学の執行部等のステイクホルダからの要求に即した情
報環境の整備が不可欠

– 将来を見据えた具体的な計画や行動に繋げていく必要がある

• 人的リソースを有する大学が先導し，以下の事項を含む2030 
年に向けた情報戦略とロードマップを策定し，必要なエビデン
スとともに各大学と共有すべき



2-1.情報戦略立案（続き）
• ネットワーク基盤戦略（大容量化・無線化等）
• クラウド戦略（プライベート・パブリッククラウド利用等）
• アクセス・アイデンティティマネジメント戦略（認証基盤等）
• 情報セキュリティ戦略（ゼロトラスト対応等）
• オンラインコミュニケーション戦略（音声通話等）
• 業務システム戦略（人事給与・財務会計システム等）

• データ活用支援戦略（研究データ，教育データ，大学経営データ，環境センシン
グ省エネルギー，高等教育政策へのロビーイング等）

• 教育学習支援システム戦略（LMS・教務情報システムの改善，教育プログラム
との連携による教育改善・教材開発・ICT人材育成等）

• エンドユーザアクセス戦略（端末のBYOD 化・仮想化等）
• ICT に係る人材育成戦略（リサーチエンジニアの導入，スタッフデベロプメントの

強化等）
• 研究支援システム戦略（HPC，AI，IoT等）



2-2.集約化・共通化・協働化
• 情報戦略の立案に際しては，ICT 基盤・システムだけでなく，

人的資源・開発・運用等も含めた様々な側面で集約化・共通
化・協働化を具体化すべき

• 大学間での協働事業体という枠組みの構築を念頭に他大学
との連携を強化すべき



3-3. オープンスタンダードや
オープンソースソフトウェアの推進

• 集約化・共通化・協働化に向けた青写真として、組織全体の
ICT環境や係る業務の共通化を実践し，大学間で共有

• オープンスタンダードやオープンソースソフトウェアの開発・利
活用への参加と知見の共有を推進すべき



3-4. 大学経営へのインパクト評価
• 情報戦略の立案においては，その拠り所となる大学経営への
インパクトを測るための大学間で基準となる評価軸を設ける
べき

• 評価軸の設計自体を商用サービスに頼るのではなく，大学間
で知恵を出し合いながら，共通の指標を考案すべき

• 各大学は，それに基づく自己評価のもと，長期的な財政投資
計画の立案を行うべき



3-5. サービスポートフォリオの作成
• 情報戦略に基づいたサービスポートフォリオを毎年作成し，各
サービス・システムがどういう状態にあるのか，戦略・ロード
マップに従って評価すべき

• その結果は，学内外のステークホルダと共有すべき



3-6.人材強化とキャリアパス
• 情報環境整備に係る人的資源への投資を強化すべき

• ジェネラリストとしての一般職員とは区別した長期的な人材育
成ができる「リサーチエンジニア」を新たな職制として確立

• 大学全体としての情報環境の継続的な革新のために，他大
学と共同でキャリアパスを整備すべき



政策立案者への提言

1. 専門家のキャリアパス創出
2. 共通基盤開発体制の強化
3. 最先端設備の産学間共同開発の実現
4. 安定的な予算の確保と柔軟な執行の実現
5. 情報環境格差是正のための投資強化



3-1. 専門家のキャリアパス創出
• クラウド時代においては，パブリッククラウドと各大学の学内シス
テムを効果的に組み合わせたシステムインテグレーションが重要

• オープンスタンダードやオープンソースソフトウェアの開発に貢献
でき，実装も行える国際通用性のある若手リサーチエンジニアの
キャリアパス創出と人材育成を行うべき

• 人材の大学間・産学間・官学間での人材流動が進むよう、待遇お
よび制度を全国的に設計する必要

• こうした人材が自由闊達に研究開発に参画できるように，大学の
情報環境をテストベッドとしても利用できる予算を確保すべき



3-2. 共通基盤開発体制の強化
• クラウド技術の活用は，IaaS レベルから PaaS・SaaS レベルに進展

してきており，さらにパブリッククラウドと各大学の有するプライ
ベートクラウドとのハイブリッド化を推進する必要がある

– 自らのニーズを知る大学や学術界の深い関与なく推進することは困難

• 国立情報学研究所やICT技術に係る協働事業体等の大学横断的
組織を強化

• 世界の動向に明るく技術的にもレベルの高いシステムインテグ
レーションが可能なリサーチエンジニアを配置・育成

• 集約化・共通化・協働化を政策的に促進することが重要



3-3. 最先端設備の産学間共同開発の実現
• 現在の学術情報基盤は大規模・複雑化しているため，その開発
や運用には産業界との連携が必須
– 調達行為を伴う場合，現在の産業界との連携はもっぱら発注者(学術機
関), 受注者(産業界)という片務的な関係に制約されている

– ニーズを知り, 将来の学術情報基盤の姿を設計する学術機関と, 開発, 実
装, 保守, 運用力を持つ産業界との真の協働関係が築けていない

– 調達方式(総合評価)の制約により, 既存製品を組み合わせた以上の, 
ニーズに合わせたカスタマイズ, ましてや新しい技術の共同開発やその
失敗のリスクを伴うような調達は行い難いという事情がある

• このような現状を打破し，大規模な調達や運用に伴って新技術の
開発を産学連携で行える調達制度やICT協働事業体のような新た
な学術情報基盤整備の枠組みを築く必要がある



3-4. 安定的な予算の確保と柔軟な執行の実現
• 学術情報基盤整備に係る，安定的な人材確保と研究開発への投
資は，その費用対効果を最大化する
– 大学運営の根幹となる学術情報基盤整備に係る予算を安定的に担保で
きる枠組みを構築すべき

• 国からの補正予算についても，設備等の整備だけに使途が限ら
れているようでは，クラウド時代のICT環境整備に適切に対応でき
ない
– その原因は，予算的制約と調達すべきものとの不整合に起因

– 単年度予算の場合でもパブリッククラウドの調達や研究開発のための業
務委託契約を予算年度を越えて行えるよう，新しい予算執行の枠組みを
提供すべき



3-5. 情報環境格差是正のための投資強化
• 各大学の自助努力だけでは，ICT 環境格差は拡大するばかり

– 限られたリソースをうまくコーディネートし，大学間のICT 格差を是正

できる学術情報基盤整備に向けた体制作りを国家レベルで先導す
るための投資を強化すべき

– その方策としては，大学情報環境の集約化・共通化・協働化が推進
されるように，共同利用施設への個別投資だけでなく，大学共同利
用機関への重点的な投資が必要



まとめ

• 「大学情報環境の集約化・共通化・協働化」を実現

– 組織的なフレームワークの実現（例：大学間協働事業体）

– リサーチエンジニアという職制の確立
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